
２．保安規程 

（１）保安規程の作成 

法第４２条第１項の規定により、自家用電気工作物の設置者は、電気工作物の工事、維持及び運用

に関する保安を確保するため、保安を一体的に確保することが必要な自家用電気工作物の組織ごとに

保安規程を定め、遵守するとともに当該組織における事業用電気工作物の使用の開始前に産業保安監

督部長に届け出なければなりません。保安規程に定めるべき事項は、以下のとおり電気事業法施行規

則（以下「規則」という。）第５０条第３項第１号～第９号に規定されています。 

なお、自主的に管理することを前提として、巡視点検の内容及び頻度、運転又は操作に関する方法

等は保安規程の下部細則として別にマニュアル化することもできます。また、単線結線図は図書類と

して別に管理することもできます。 

 

① 事業用電気工作物の工事、維持又は運用に関する業務を管理する者の職務及び組織

に関すること。 

② 事業用電気工作物の工事、維持又は運用に従事する者に対する保安教育に関するこ

と。 

③ 事業用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安のための巡視、点検及び検査

に関すること。 

④ 事業用電気工作物の運転又は操作に関すること。 

⑤ 発電所の運転を相当期間停止する場合における保全の方法に関すること。（※１） 

⑥ 災害その他非常の場合に採るべき措置に関すること。 

⑦ 事業用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安についての記録に関するこ

と。 

⑧ 事業用電気工作物の法定事業者検査又は使用前自己確認に係る実施体制及び記録の

保存に関すること。（※２） 

⑨ その他事業用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安に関し必要な事項 

 

※１⑤は常用発電設備を設置する事業場 

※２⑧は法第５１条（使用前安全管理検査）、５１条の２（使用前自己確認）、５２条（溶接事業者検

査）、５５条（定期安全管理検査）で規定する法定事業者検査等を実施する事業場に限る。 
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